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神 川 町 水 道 事 業 会 計 予 算 書 



第 号議案 

      令和７年度神川町水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度神川町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給 水 戸 数                 ５，７００戸 

（２）総 給 水 量             １，７８７，９００㎥ 

（３）一日平均給水量                 ４，８９８㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入 

第１款  水道事業収益               ３００，２１４千円 

第１項 営業収益                 ２４８，４５７千円 

第２項 営業外収益                 ５１，７５５千円 

第３項 特別利益                       ２千円 

支  出 

第１款  水道事業費用               ２９９，１０２千円 

第１項 営業費用                 ２８３，７４３千円 

第２項 営業外費用                 １１，６０８千円 

第３項 特別損失                     ７５１千円 

第４項 予備費                    ３，０００千円 



 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額   

８２，７４８千円は、当年度分消費税資本的収支調整額３，７４３千円、当年度分損益勘定留保資金７３，１０９

千円及び建設改良積立金５，８９６千円で補填するものとする。） 

収  入 

第１款 資本的収入                      １，５４０千円 

第１項 負担金                    １，５４０千円 

支  出 

第１款   資本的支出                    ８４，２８８千円 

第１項  建設改良費                    ４１，１７２千円 

第２項 企業債償還金                ４３，１１６千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第５条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                 ３７，２４３千円 

 

 （一般会計からの補助金） 

第６条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３６，４４７千円である。 

 

   令和７年３月 日提出 

 

神川町長  櫻  澤   晃      

 



神川町水道事業会計予算に関する説明書

令 和 ７ 年 度



（単位：千円）

款 項 目 予定額

1 水道事業収益   300,214

 1 営業収益  248,457

  1 給水収益 241,177

  2 その他営業収益 7,280

加入金6,300

 2 営業外収益  51,755

  1 受取利息及び配当金 1

  2 他会計補助金 34,907

  3 長期前受金戻入 12,931

  4 雑収益 3,916

 3 特別利益  2

  1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

令和7年度神川町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出（予算第３条）

収益的収入（予算第３条）

備　　　　考

水道料金

手数料274、雑収益150、消火栓維持管理費負担金556

一般会計補助金



（単位：千円）

款 項 目 計

1 水道事業費用 299,102

1 営業費用  283,743

1 原水及び浄水費 74,045

2 配水及び給水費 29,220

3 総係費 93,938

4 減価償却費 86,040

5 資産減耗費 500

2 営業外費用 11,608

1 支払利息及び企業債取扱諸費 3,706

2 消費税 7,852

3 雑支出 50

3 特別損失 751

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 750

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

収益的支出（予算第３条）

備　　　　考

備消耗品費308、委託料12,075、薬品費2,129、

受水費59,533

給料16,713、手当10,684、賞与引当金繰入額1,757、

報酬2,413、法定福利費5,988、旅費385、

備消耗品費1,425、燃料費392、通信運搬費3,131、

光熱水費34、委託料20,795、賃借料5,996、手数料122、

修繕費22,500、負担金390、保険料1,057、公課費56、

貸倒引当金繰入額100

燃料費20、委託料1,000、動力費28,200



（単位：千円）

款 項 目 計

1 資本的収入 1,540

1 負担金 1,540

1 他会計負担金 1,540

資本支出（予算第４条） （単位：千円）

款 項 目 計

1 資本的支出 84,288

1 建設改良費 41,172

1 配水設備工事費 38,500

2 営業設備費 2,672

2 企業債償還金  43,116

 1 企業債償還金 43,116

委託料9,000、工事請負費29,500

量水器購入費2,671、固定資産購入費1

備　　　　考

資本的収入及び支出（予算第４条）

資本的収入（予算第４条）

備　　　　考

消火栓新設負担金1,540



（単位：円）

令和6年度 令和7年度 対前期増減

4,039,273 3,056,000 △ 983,273

86,536,000 86,040,000 △ 496,000

500,000 500,000 0

100,000 100,000 0

△ 13,280,000 △ 12,931,000 349,000

4,591,000 3,706,000 △ 885,000

△ 1,000 △ 1,000 0

△ 437,600 1,258,920 1,696,520

△ 323,000 △ 323,000

△ 2,130,551 △ 4,809,727 △ 2,679,176

4,316,000 4,316,000

1,000 1,000 0

△ 4,591,000 △ 3,706,000 885,000

75,327,122 77,207,193 1,880,071

（８）その他調整（営業活動以外のもの）

・受取利息

■ 営業活動から得た現金・預金

・未払金の増加・減少（△）

・前受金の増加・減少（△）

・預り金の増加・減少（△）

・利息の支払額（△）

・不用品売却原価（△）

・固定資産の売却損・益（△）

・その他流動負債の増加・減少（△）

・売上債権（未収金）の増加（△）・減少

・たな卸資産（貯蔵品）の増加（△）・減少

・その他流動資産の増加（△）・減少

（５）支払利息及び企業債取扱諸費

（６）利益及び配当金の受取額（△）

（７）営業活動による資産及び負債の増減

・貸倒引当金

・その他の引当金

（４）長期前受金戻入

令和７年度予定キャッシュフロー計算書

（２）固定資産除却費

（３）引当金の増減額

（１）有形及び無形固定資産の減価償却費

項　　　　　目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

１ 当期純利益

２ 営業活動から得た現金・預金への当年度純利益の調整



（単位：円）

令和6年度 令和7年度 対前期増減

△ 70,421,000 △ 37,428,000 32,993,000

8,140,000 1,540,000 △ 6,600,000

△ 62,281,000 △ 35,888,000 26,393,000

△ 44,690,000 △ 43,116,000 1,574,000

△ 44,690,000 △ 43,116,000 1,574,000

△ 31,643,878 △ 1,796,807 29,847,071

200,212,262 168,568,384 △ 31,643,878

168,568,384 166,771,577 △ 1,796,807

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

Ⅲ 財務活動によるキャッシュフロー

１ 企業債の発行

２ 企業債の償還（元金分）

３ 出資金

■ 財務活動から得た現金・預金

■ 投資活動から得た現金・預金

項　　　　　目

Ⅱ 投資活動によるキャッシュフロー

１ 固定資産取得・建設改良事業等実施額

２ 上記１実施に係る補助金、負担金等収入

３ 固定資産の売却による収入支出

４ 補償金

５ 投資活動に伴う現金預金の調整

（１）投資活動に伴う前払金等の債権の増減

（２）投資活動に伴う未払金等の債権の増減



１ 総　括

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

( )

( )

( )

手
当
の
内
訳

比    較

前 年 度

本 年 度

区    分 通勤手当時間外手当住居手当地域手当管理職手当

160 99

前
年
度

合      計

5,127 33,056

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

比
　
較

　備考　（　）内は、定年前短時間勤務再任用職員とパートタイム会計年度任用職員の合計（外書き）

合      計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

4,187

4

5,127 33,056

861 4,187

1,782

1

一般職

職員数（人）

4
1

給  与  明  細  書

区    分

本
年
度

合      計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

法定福利費 合  計

37,2435,988

5,988 37,243

特別職

4
1

1

0

0
319

319

3,850 3,178

8610

0

4

1,186 1,821

2,019

0 365 150 122 77 558 440 240 △ 347

扶養手当 期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当

216

258

474 1,056 365 150 282 176 4,408 3,618 240 1,672

1,056

(単位：千円）

給 　 与　  費

計手　当給　料報　酬

1,782

2,101

2,101 16,713 12,441

16,713

31,255

31,255

27,929

27,929

3,326

3,326

12,441

15,527 10,620

15,527 10,620

1,186 1,821



ア 会計年度任用職員以外の職員

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

比
　
較

　備考　（　）内は、定年前短時間勤務再任用職員（外書き）

手
当
の
内
訳

比    較

前 年 度

本 年 度

区    分 通勤手当時間外手当住居手当地域手当管理職手当

合      計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

160 99

377 240

前
年
度

合      計

4,748 30,226

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員
15,527 9,951 25,478

15,527

4

4,748 30,226

給  与  明  細  書

区    分

本
年
度

合      計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

法定福利費 合  計

33,8365,488

5,488 33,836

特別職 一般職

(単位：千円）

4

職員数（人）

4

740 3,610

1,056 3,486

0

0

4

1,684 2,870

9,951 25,478

1,056 365 150 282

2,019

0 365 150 122 77 484216

258

474

△ 347

扶養手当

2,873

740 3,6101,186

期末手当 勤勉手当 児童手当 退職手当

176 3,970 3,250 240 1,672

給 　 与　  費

計手　当給　料報　酬

28,34811,63516,713

1,186 1,684 2,870

28,34811,63516,713



イ 会計年度任用職員

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

比
　
較

合      計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員
121 577

121 577

74 63

　備考　（　）内は、パートタイム会計年度任用職員（外書き）

手
当
の
内
訳

比    較

前 年 度

2,830

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

前
年
度

合      計

0
1,782 669 2,451

319 137 456

1

379

2,101

給  与  明  細  書

区    分

本
年
度

合      計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

法定福利費 合  計

3,407500

500 3,407

特別職 一般職

職員数（人）

本 年 度

区    分 通勤手当住居手当 児童手当地域手当管理職手当扶養手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

438 368

時間外手当

364 305

0

(単位：千円）

給 　 与　  費

計手　当給　料報　酬

2,907806

379 2,830

1

1

1

319 137 456

2,9078062,101

1,782 669 2,451



２ 給料及び職員手当の増減額の明細

給　　料 1,186 給与改定に伴う増減分 451 改訂状況

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　考

2.7 ％

給料改定実施時期 1

前年度 給料の改定率

月

４月

普通昇給に伴う増加分 156 平均昇給率 1.01 ％ 昇給月

4 人

７月 人

１０月 人

その他 人

１月 人

昇給期間短縮に伴う増加分

その他の増減分 579 異動等に伴う増額

管 理 職

地　域 365 住居手当

職員手当 1,821 制度改正に伴う増減分 577 扶  養 54

児童手当 退職手当

その他の増減分 1,244 扶  養 162 管 理 職

住居手当 150

時間外 122 通勤手当

地　域

77

期末手当 478 勤勉手当 362

児童手当 240 退職手当 △ 347

78

時間外

期末手当

通勤手当

勤勉手当80



円

円

歳

円

円

歳

円 円

円 円

円 円

100

1

1

25

25

25

25

構成比（％）
備　考

企          業          職

１  級

２  級

4

338,362

345,300

（２）初任給

（３）級別職員数

区　　分
職員数（人）級 構成比（％） 級

225,600

213,600

201,000

行　政　職

一般会計の制度

225,600

213,600

201,000

職員数（人）

備　　　考

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

令和７年１月１日現在

（１）職員１人当たりの給与

３ 給料及び手当の状況

大　学　卒

短　大　卒

高　校　卒

区　　分 企　業　職

令和６年１月１日現在

備　　　考

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 42.0

350,925

320,475

43.1

事務・技術職区　　　　　　　　分

計

令和７年１月１日現在

３  級

４  級

５  級

６  級

1

1



（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（４）昇給期間短縮

昇給期間の短縮月数別内訳

昇給期間短縮に関わる職員数

職　　　　　員　　　　　数

　月

　月

昇給期間の短縮月数別内訳

職　　　　　員　　　　　数

昇給期間短縮に関わる職員数

　月

　月

特別昇給に係わる職員数

比率（Ａ）/（Ｂ）

１主事補の職務

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

区　　分 １  級２  級３  級４  級５  級６  級

１主査の職務 １主任の職務

区　　　　　　　　分 合　　計 企　業　職 備　　考

比率（Ａ）/（Ｂ）

企  業  職

特別昇給に係わる職員数

１課長の職務 １課長補佐の職務

（級別の標準的な職務内容）

１主事の職務



（６）期末手当・勤勉手当

（　）内は定年前短時間
 勤務再任用職員

支給対象職員の比率（％）

給料総額に対する比率（％）

区　　　　分 備　　　　考

支   給   期   別   支   給   率
備     考

代表的な特殊勤務手当の名称

平均支給月額（円）

支給対象職員１人当たり

(令和７年１月１日現在)

一 般 会 計 の 制 度

前 年 度

本 年 度

区　　　　分
１２月（月分）

2.3

（ 1.2 ）

2.25

（ 1.175 ）

2.3

（ 1.2 ）

６月（月分）

2.3

（ 1.2 ）

2.25

（ 1.175 ）

2.3

（ 1.2 ）

（ 2.35 ）

4.60

（ 2.40 ）

３月（月分）

（      ）

（      ）

（      ）

（５）特殊勤務手当

企　　業　　職全　　職　　種

支給率計（月分）

4.60

（ 2.4 ）

4.50



一般会計の制度との異同 差異の内容

通　　　勤　　　手　　　当

地　　　域　　　手　　　当

扶　　　養　　　手　　　当

区　　　　　　分

住　　　居　　　手　　　当

同

同

同

同

備　　考

（７）定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

（８）その他の手当

その他の
加算措置等

47.709

47.709

47.709

47.709

33.27075

33.27075

定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

国の制度
（支給率等）

支給率等

区　分
（月）

２０年勤続の者

24.586875

24.586875

（月）

２５年勤続の者

（月）

３５年勤続の者 最高限度額

（月）



資 産 の 部 （単位：円）

１ 固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 108,451,272

ロ 建物 207,858,290

減価償却累計額 △ 146,501,053 61,357,237

ハ 構築物 4,451,504,211

減価償却累計額 △ 2,793,429,399 1,658,074,812

ニ 機械及び装置 1,044,613,602

減価償却累計額 △ 845,902,655 198,710,947

ホ 車両及び運搬具 11,654,044

減価償却累計額 △ 7,268,317 4,385,727

ヘ 工具器具及び備品 3,430,476

減価償却累計額 △ 3,234,104 196,372

ト 建設仮勘定 0

有形固定資産合計 2,031,176,367

（２）無形固定資産 36,000

無形固定資産合計 36,000

固定資産合計 2,031,212,367

２ 流動資産

（１）現金預金 166,771,577

（２）未収金 22,928,436

（３）貸倒引当金 △ 1,828,470 21,099,966

（４）貯蔵品 1,017,960

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

流動資金合計 188,889,503

資 産 合 計 2,220,101,870

令和７年度神川町水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）



負 債 の 部 （単位：円）

３ 固定負債

（１）企業債 119,161,882

（２）他会計借入金 0

（３）引当金 0

固定負債合計 119,161,882

４ 流動負債

（１）企業債 41,273,855

（２）他会計借入金 0

（３）未払金 30,942,916

（４）引当金 1,757,000

（５）その他流動負債 4,316,020

流動負債合計 78,289,791

５ 繰延収益

（１）長期前受金 1,026,511,594

（２）長期前受金収益化累計額 △ 693,926,551 332,585,043

繰延収益合計 332,585,043

負 債 合 計 530,036,716



資 本 の 部 （単位：円）

６ 資本金

（１）自己資本金 900,088,222

（２）借入資本金

イ 企業債 0 0

資本金合計 900,088,222

７ 剰余金

（１）資本剰余金

イ 国県支出金 0

ロ 町支出金 0

ハ 分担金 0

ニ 負担金 1,697,500

ホ 寄付金 0

ヘ 受贈財産評価額 0

資本剰余金合計 1,697,500

（２）利益剰余金

イ 減債積立金 44,370,000

ロ 建設改良積立金 715,438,805

ハ 損益勘定留保資金 0

ニ 当年度未処分利益剰余金 28,470,627

利益剰余金合計 788,279,432

剰余金合計 789,976,932

資本合計 1,690,065,154

負債資本合計 2,220,101,870



・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

・減価償却の方法　

●有形固定資産

（１）固定資産の減価償却方法

●貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

●賞与引当金

職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

注記事項

●退職給付引当金

（２）引当金の計上方法

建物30～50年　　構築物20～60年　　機械及び装置 8～20年　　車両及び運搬具3～5年　　工具器具及び備品5～15年

・主な耐用年数

建物　　定額法　　その他　定額法



１　営　　業　　収　　益 円 円 円

   （１）給水収益 257,810,000

   （２）受託工事収益 0

   （３）その他の営業収益 4,891,000 262,701,000

２　営　　業　　費　　用

   （１）原水及び浄水費 79,054,000

   （２）配水及び給水費 26,264,000

   （３）受託工事費 0

   （４）総係費 79,119,000

   （５）減価償却費 86,536,000

   （６）資産減耗費 500,000 271,473,000

        営   業   利   益 △ 8,772,000

３　営　業　外　収　益

   （１）受取利息及び配当金 1,000

   （２）他会計補助金 4,817,000

   （３）長期前受金戻入 13,280,000

   （４）雑収益 838,000 18,936,000

４　営　業　外　費　用

   （１）支払利息及び企業債取扱諸費 4,591,000

   （２）雑支出 840,727 5,431,727 13,504,273

        経   常   利   益   4,732,273

令和６年度神川町水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）



５　特　　別　　利　　益

   （１）過年度損益修正益 1,000 1,000

６　特　　別　　損　　失

   （１）過年度損益修正損 0 0 1,000

        当年度純利益 4,039,273

        前年度繰越利益剰余金 36,137,000

        その他の未処分利益剰余金変動額 0

        当年度未処分利益剰余金 40,176,273



資 産 の 部 （単位：円）

１ 固定資産

（１）有形固定資産

イ 土地 108,451,272

ロ 建物 207,858,290

減価償却累計額 △ 146,501,053 61,357,237

ハ 構築物 4,414,576,211

減価償却累計額 △ 2,707,389,399 1,707,186,812

ニ 機械及び装置 1,044,613,602

減価償却累計額 △ 845,902,655 198,710,947

ホ 車両及び運搬具 11,654,044

減価償却累計額 △ 7,268,317 4,385,727

ヘ 工具器具及び備品 3,430,476

減価償却累計額 △ 3,234,104 196,372

ト 建設仮勘定 0

有形固定資産合計 2,080,288,367

（２）無形固定資産 36,000

無形固定資産合計 36,000

固定資産合計 2,080,324,367

２ 流動資産

（１）現金預金 168,568,384

（２）未収金 24,187,356

（３）貸倒引当金 △ 1,728,470 22,458,886

（４）貯蔵品 694,960

（５）前払金 0

（６）その他流動資産 0

流動資金合計 191,722,230

資 産 合 計 2,272,046,597

令和６年度神川町水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）



負 債 の 部 （単位：円）

３ 固定負債

（１）企業債 160,436,331

（２）他会計借入金 0

（３）引当金 0

固定負債合計 160,436,331

４ 流動負債

（１）企業債 43,115,406

（２）他会計借入金 0

（３）未払金 35,752,643

（４）引当金 1,757,000

（５）その他流動負債 20

流動負債合計 80,625,069

５ 繰延収益

（１）長期前受金 1,024,971,594

（２）長期前受金収益化累計額 △ 680,995,551 343,976,043

繰延収益合計 343,976,043

負 債 合 計 585,037,443



資 本 の 部 （単位：円）

６ 資本金

（１）自己資本金 900,088,222

（２）借入資本金

イ 企業債 0 0

資本金合計 900,088,222

７ 剰余金

（１）資本剰余金

イ 国県支出金 0

ロ 町支出金 0

ハ 分担金 0

ニ 負担金 1,697,500

ホ 寄付金 0

ヘ 受贈財産評価額 0

資本剰余金合計 1,697,500

（２）利益剰余金

イ 減債積立金 44,370,000

ロ 建設改良積立金 700,677,159

ハ 損益勘定留保資金 0

ニ 当年度未処分利益剰余金 40,176,273

利益剰余金合計 785,223,432

剰余金合計 786,920,932

資本合計 1,687,009,154

負債資本合計 2,272,046,597


